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下落時のマイナス幅が相対的に小さく、市場調整局面での下値抵抗力を発揮

米国株式と比べて安定的なリターン特性
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米国ハイ・イールド債券と米国株式の週次リターン（2026年4～6月）

 2026年4～6月は堅調な企業業績が市場を支えた一方、地政学リスクやAI関連銘柄への期待と懸念が交
錯し、米国株式は大きく上下に変動しました。

 こうした環境下でも、米国ハイ・イールド債券は下落局面でのマイナス幅が比較的小さく、上昇時の平均リ
ターンは下落時の2倍以上となりました。

 相対的に高い利回りがリターンの下支え要因となることから、米国ハイ・イールド債券は米国株式と比べ
て長期において安定したリターン特性が期待されます。

（注）LSEGよりフィデリティ投信作成。期間は2026年3月31日～2026年6月30日。週次データ。トータル・リターン、米ドルベース。米国ハイ・イールド債
券はICE BofA USハイ･イールド・コンストレインド・インデックス、米国株式はS&P500種指数。米国株式予想益利回りは12カ月先予想ベース。

平均リターン 米国ハイ・イールド債券 米国株式
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過去、米国株式が割高な局面からのリターンで、米国ハイ・イールド債券の優位性が目立つ

米国株式の割高化が進行した後に、相対的に優位なパフォーマンス

 米国株式の堅調な推移の結果、実績PERは2026年6月末で25倍と過去に比べ高めの水準となっています。

 過去、PERの水準別5年先平均リターンをみると、PERが割安な際（閾値＝23倍）には米国ハイ・イールド
債券が米国株式の約0.7倍のリターンとなった一方、PERが割高な場合は約1.9倍のリターンとなりました。

 PERが割高な局面からのリターンは米国株式でマイナスの割合が大きくなった一方、米国ハイ・イールド
債券はすべてプラスとなりました。

（注）LSEGよりフィデリティ投信作成。期間は1988年1月末～2026年6月末。トータル・リターン、米ドルベース。米国ハイ・イールド債
券（米国HY）はICE BofA USハイ･イールド・インデックス、米国株式はS&P500種指数。実績PERは過去12カ月株価収益率。実績
PERの閾値は過去数年の大まかなレンジ下限として23倍を任意に設定。5年先平均リターン、およびプラス・マイナスリターンの
割合は月次ローリングのデータを基に計算。

米国株式の実績PERの推移

2026年6月末

25倍

米国株式の実績PER水準別の5年先平均リターン（上グラフ、年率）と
プラス・マイナスリターンの割合（下グラフ）
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米国ハイ・イールド債券市場は、銘柄の集中度が低く、テクノロジー関連銘柄が少ない

米国株式と大きく異なる指数の上位構成銘柄

 米国株式は、テクノロジー関連銘柄の急速な成長により、マグニフィセント7や半導体関連などの指数上位
銘柄への集中度が高まっています。一方で、米国ハイ・イールド債券は上位10発行体の占める比率が約
10％にとどまり、特定銘柄への依存度が低い市場構造となっています。

 テクノロジー関連銘柄の影響を受けやすい米国株式に対して、米国ハイ・イールド債券は幅広い業種・発
行体で構成されているため、異なる収益機会を持つという点で分散効果が期待できます。

（注）LSEG、BofAよりフィデリティ投信作成。米国ハイ・イールド債券はICE BofA USハイ･イールド・インデックス、米国株式はS&P500種指数。
左右で業種分類の定義が異なります（米国ハイ・イールド債券はICE BofAの分類、米国株式はMSCI/S＆P世界産業分類基準） 。銘柄名
称は一部省略して記載。*米国ハイ・イールド債券の比率は、米ドル建て債券の額面金額ベースで各債券銘柄を発行体ごとに集計。

米国ハイ・イールド債券 米国株式

名称 業種 比率* 名称 業種 比率

1 チャーター・
コミュニケーションズ

ケーブル 1.7% エヌビディア 情報技術 7.5%

2 トランスダイム 資本財 1.3% アップル 情報技術 6.6%

3 アルティス ケーブル 1.0% マイクロソフト 情報技術 4.3%

4 センティーン ヘルスケア 0.9% アマゾン 一般消費財・サービス 3.6%

5 ディスカバリー メディア 0.9% アルファベットA コミュニケーション・
サービス

3.3%

6 CBS メディア 0.9% ブロードコム 情報技術 2.8%

7 テネット・ヘルスケア ヘルスケア 0.8% アルファベットC コミュニケーション・
サービス

2.6%

8 ソフトバンクグループ 金融 0.8% マイクロン・テクノロジー 情報技術 2.0%

9 日産自動車 自動車 0.8% メタ・プラットフォームズ
コミュニケーション・
サービス

1.9%

10 NRGエナジー ヘルスケア 0.8% テスラ 一般消費財・サービス 1.8%

指数の構成銘柄上位10社（2026年6月末時点）

米国株式の上昇の恩恵を受けて健全化が進む、米国ハイ・イールド債券

（注）BofAよりフィデリティ投信作成。期間は2011年1月7日～2026年6月26日。週次データ。負債比率は総負債÷（総負債+時価総額）。

上記は過去の実績であり、将来の傾向、数値等を保証もしくは示唆するものではありません。6ページ目以降を必ずご確認ください。

 2023年以降、負債の減少と時価総額

の増加の両面から、米国ハイ・イールド
債券の負債比率は低下傾向にあり、直
近では過去15年程度における最低水
準近辺となっています。

 米国ハイ・イールド債券市場は株式市
場の上昇から間接的な恩恵を受ける
形で、健全化が進んでいると考えられ
ます。
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徹底的な銘柄分析に基づく投資事例

転換社債リターン推移

 ライオット・プラットフォームズは、米国のビットコインマイニング（採掘）・デジタルインフラ企業。2017年～2024年
まではビットコインマイニングが事業の中心であったものの、2025年からは事業転換を進め、保有する電力資産
を活用したAI・高性能計算向けデータセンター事業の拡大に注力。

 AI需要の拡大に伴い電力供給制約が重要なテーマとなる中、運用チームは同社が保有する約2GWの電力資産

は大きな競争優位性と判断。また、負債水準が比較的低く、電力資産の収益化が進んだ場合、その恩恵が株価お
よび転換社債価格に反映されやすい点にも注目。

 テラウルフは、2021年に電力業界出身者によって設立された米国のデジタルインフラ企業。ライオットと同様に、
ビットコインマイニング向けの電力インフラ企業から、AI・高性能計算向けデータセンターへ事業領域を拡大。運用
チームは、同社の低コストの電力インフラを評価。

 両社は、アドバンスト・マイクロ・デバイセズ（AMD）やアンソロピックといったAI向け半導体・AIモデル開発企業と

長期のデータセンター契約を結んだことなどを背景に、信用力の改善と力強い成長ストーリーを織り込む形で
転換社債価格が上昇。

 2021年にメルクから分社化して

設立された女性の健康領域に
強みを持つ米国の医薬品企業。

 主力製品である避妊インプラン
トや不妊治療薬、成熟医薬品を
展開。

債券リターン推移（2031年満期）

 主力製品の独占期間短縮や財務悪化への懸念が債券価格の
重石に。一方、運用チームは市場の見方が過度に悲観的で、
安定した資金創出力で債務削減が見込めると判断。

 2026年4月にインドの製薬最大手が同社の買収を発表。市場

の評価以上に事業価値が高いことが示され、財務基盤や債務
返済能力への懸念が後退するなか、債券価格が上昇。

（注）LSEGよりフィデリティ投信作成。米ドルベース、トータル・リターン。写真はイメージです。期間は上：2026年1月1日（ライオットの転換社債のデータ取得が
可能な最初の時点）～2026年6月30日。下：2024年6月28日～2026年6月30日。期初を100として指数化。上記の表示期間はファンドでの保有期間とは
異なります。

※当資料作成時点の見方です。今後予告なく変更されることがあります。掲載されている個別の銘柄・企業名については、あくまで参考として述べたものであり、その銘柄
又は企業の株式等の売買を推奨するものではありません。また、当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。
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「フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド」の運用実績

 「フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド （毎月決算型）B（為替ヘッジなし）」は1998年4月1日に運用を
開始し長期の運用実績を持っています。

 2013年5月23日には、毎月分配を行わない「（資産成長型）D（為替ヘッジなし）」の運用を開始しました。

『フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド （資産成長型）D（為替ヘッジなし）』 は、

LSEG リッパー・ファンド・アワード 2026 ジャパン

（分類：債券型米ドル ハイイールド）評価期間5年、10年 において

最優秀ファンド
に選出されました。

LSEG リッパー・ファンド・アワードは毎年、多くのファンドのリスク調整後リターンを比較し、評価期間中のパフォーマンスが一貫して優れているファ
ンドと運用会社を表彰いたします。選定に際しては、「Lipper Leader Rating （リッパー・リーダー・レーティング）システム」の中の「コンシスタント・リ
ターン（収益一貫性、エフェクティブ・リターン）」を用い、評価期間3年、5年、10年でリスク調整後のパフォーマンスを測定いたします。評価対象となる
分類ごとに、コンシスタント・リターンが最も高いファンドにLSEG リッパー・ファンド・アワードが贈られます。詳しい情報は、lipperfundawards.comを
ご覧ください。LSEG Lipperは、当該情報に含まれるデータの正確性・信頼性を確保するよう合理的な努力をしていますが、それらの正確性について
は保証しません。LSEG リッパー・ファンド・アワードのロゴは、LSEG Lipper の評価結果に基づき授与されたものであり、ロゴと共に記載される情報
について、LSEG Lipper はその正確性、完全性、または信頼性を保証するものではありません。

※累積投資額は､ファンド設定時に10,000円でスタートしてからの収益分配金を再投資した実績評価額です｡ただし､購入時手数料および収益分配
金にかかる税金は考慮していません｡ベンチマークはファンド設定日前日を10,000円として計算しています。※ベンチマークはICE BofA USハイ・
イールド・コンストレインド・インデックス（円換算）。※基準価額は運用管理費用（信託報酬）控除後のものです。※当該実績は過去のものであり、将
来の運用成果等を保証するものではありません。

フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド （毎月決算型）B（為替ヘッジなし）
（1998年4月1日（設定日）～2026年6月30日）

フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド （資産成長型）D（為替ヘッジなし）
（2013年5月23日（設定日）～2026年6月30日）
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フィデリティ投信は、

厳選された優れたパフォーマンスを持つ運用戦略を

日本の投資家の皆様に提供している点が高い評価を受け、

モーニングスター社が表彰する、

最も優れた運用会社に与えられる

2026年 モーニングスター

運用会社アワード
を受賞しました。

モーニングスター・アワード2026

運用会社アワード受賞

MK260513-4 

フィデリティ投信 LINE公式アカウント

フィデリティ投信LINE公式アカウン

トは、ファンドに関する「マンスリー

ニュース」や「スペシャルレポート」な

ど、マーケット情報を定期的にお届け

します。

当社ホームページ
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投資方針
1 米ドル建て高利回り事業債（ハイ・イールド債券）を中心に分散投資を行い、高水準の利息等の収入

を確保するとともに、値上り益の追求を目指します。

2
格付けに関しては、主に、Ba格（ムーディーズ社）以下またはBB格（S&P社）以下の格付けの事業債
に投資を行い、一部、格付けを持たない債券や、米国以外の国の発行体の高利回り事業債を組入れる
こともあります。

3 銘柄選択に関しては、個別企業分析により判断します。

4
個別企業分析にあたっては、アナリストによる独自の企業調査情報を活用し、個別の企業の信用分析
と現地のポートフォリオ・マネージャーによる「ボトム・アップ・アプローチ」を重視した運用を行
います。

5 高利回り事業債の組入率は原則として高位を維持します。

6 原則として外貨建資産の為替ヘッジは行いません。

7 マザーファンドの運用にあたっては、FIAM LLCに、運用の指図に関する権限を委託します。
※（毎月決算型）B（為替ヘッジなし）／（資産成長型）D（為替ヘッジなし）は主としてマザーファンドに投資を行います。上記の
投資方針はファンドの主要な投資対象である「フィデリティ・USハイ・イールド・マザーファンド」の投資方針を含みます。
※資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合もあります。

ファンドの主なリスク内容について
基準価額の変動要因
投資信託は預貯金と異なります。
ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので基準価額は変動し、投資元本を割り込むことがあります。ファ
ンドの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されている
ものではなく、基準価額の下落により、損失が生じることがあります。
ファンドが有する主なリスク等（ファンドが主に投資を行うマザーファンドが有するリスク等を含みます。）は以下の
通りです。
主な変動要因
価格変動リスク
基準価額は有価証券等の市場価格の動きを反映して変動します。有価証券等の発行企業が経営不安、倒産等に陥った
場合には、投資資金が回収できなくなる場合があります。
信用リスク
有価証券等への投資にあたっては、発行体において利払いや償還金の支払いが遅延したり、債務が履行されない場合
があります。なお、ハイ・イールド債およびエマージング・マーケット債に投資を行う場合には、上位に格付けされた債
券に比べて前述のリスクが高くなります。
金利変動リスク
公社債等は、金利の変動を受けて価格が変動します。一般に金利が上昇した場合には債券価格は下落し、金利が低下し
た場合には債券価格は上昇します。
為替変動リスク
外貨建の有価証券等に投資を行う場合は、その有価証券等の表示通貨と日本円との間の為替変動の影響を受けます。
※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。
その他の留意点
クーリング・オフ
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
流動性リスク
ファンドは、大量の解約が発生し短期間に解約資金を手当てする必要が生じた場合や、主たる取引市場において市場環
境が急変した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスクや、
取引量が限られるリスク等があります。その結果、基準価額の下落要因となる場合や、購入・換金受付の中止、換金代金
支払の遅延等が発生する可能性があります。
カントリー・リスク
投資対象国及び地域の政治・経済・社会情勢等の変化、証券市場・為替市場における脆弱性や規制等の混乱により、有価
証券の価格変動が大きくなる場合があります。税制・規制等は投資対象国及び地域の状況により異なり、また、それら
が急遽変更されたり、新たに導入されたりすることがあります。これらの要因により、運用上の制約を受ける場合や
ファンドの基準価額の変動に影響を与える場合があります。なお、新興国への投資は先進国に比べて、上記のリスクの
影響が大きくなる可能性があります。
ベンチマークに関する留意点
ファンドのパフォーマンスは、ベンチマークを上回る場合もあれば下回る場合もあり、ベンチマークとの連動を目指
すものではありません。また、投資対象国または地域の市場の構造変化等によっては、ファンドのベンチマークを見直
す場合があります。
購入・換金申込受付の中止及び取消しについての留意点
金融商品取引所等における取引の停止、その他やむを得ない事情（投資対象国・地域における非常事態（金融危機、デ
フォルト、重大な政策の変更や資産凍結を含む規制の導入、クーデターや重大な政治体制の変更等））があるときは、購
入・換金のお申込みの受付を中止すること、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合があります。

投資方針・ファンドのリスク

id24_25325506_02_oskﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ投信_ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨUSHYﾌｧﾝﾄﾞ(ABCDEｺｰｽ合冊)_HS_BD版_共通中面.indd   9id24_25325506_02_oskﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ投信_ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨUSHYﾌｧﾝﾄﾞ(ABCDEｺｰｽ合冊)_HS_BD版_共通中面.indd   9 2025/12/25   15:15:512025/12/25   15:15:51
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収益分配金に関する留意事項

ファンドの購入価額によっては、分
配金の一部または全部が、それぞれ
の投資者ご自身の個別元本の一部
払戻しに相当する場合があります。

分配金は計算期間中に発生した収
益を超えて支払われる場合があり、
その場合当期決算日の基準価額は
前期決算日と比べて下落します。

分配金は預貯金の利息とは
異なり、分配金支払い後の純
資産は減少し、基準価額の下
落要因となります。

分配方針や頻度の異なるコースが存在する場合は、投資者は自身の選好に応じて投資するコースを選択することができます。販売会社に
よってはコース間でスイッチングが可能です。

1

2

3

投資者のファンドの購入価額によっては分配金はその支払いの一部、または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相
当する場合があります。
ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。
ファンドの購入価額は、個々の投資者によって異なりますので、投資期間全体での損益は、個々の投資者によって異なります。

分配金は、預貯金の利息とは異なります。分配金
の支払いは純資産から行われますので、分配金
支払い後の純資産は減少することになり、基準
価額が下落する要因となります。

分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の利子・配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる
場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準
は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。計算期間におけるファンドの運用実績
は、期中の分配金支払い前の基準価額の推移および収益率によってご判断ください。
投資信託は、当期の収益の他に、ファンドの設定から当期以前の期間に発生して分配されなかった過去の収益の繰越分等からも分配
することができます。

● 「個別元本」とは、追加型投資信託の収益分配金や解約（償還）時の収益に対する課税計算をする際に用いる個々の投資者のファンド
の購入価額のことを指します。
●「普通分配金」とは、個別元本（投資者のファンドの購入価額）を上回る部分からの分配金です。
● 「元本払戻金（特別分配金）」とは、個別元本を下回る部分からの分配金です。実質的に元本の払戻しに相当するため、非課税扱いとな
ります。分配後の投資者の個別元本は、元本払戻金（特別分配金）の額だけ減少します。
※普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）をご参照ください。

分配金の一部が実質的に
元本の一部払戻しに相当する場合

前期決算から基準価額が上昇
当期計算期間の収益が
プラスの場合 期中収益（①＋②）50円

配当等収益①20円

分配金の全部が実質的に
元本の一部払戻しに相当する場合

前期決算から基準価額が下落
当期計算期間の収益が
マイナスの場合

投資者の
購入価額
（個別元本）

投資者の
購入価額
（個別元本）分配金支払後

個別元本
分配金支払後
個別元本

元本払戻金
（特別分配金）

元本払戻金
（特別分配金）

普通分配金

投資信託で
分配金が支払われる
イメージ

投資信託の
純資産

分配金

※ 分配対象額は、①経費控除後の配当等収益および②経費控除後の評価益を含む売買益ならびに③分配準備積立金および④収益調整
金です。分配金は、収益分配方針に基づき、分配対象額から支払われます。
※上記はイメージであり、実際の分配金額や基準価額を示唆するものではありませんのでご留意ください。

基
準
価
額

基
準
価
額

基
準
価
額

基
準
価
額

基
準
価
額

基
準
価
額

分
配
金

分
配
金

10,500円 10,500円10,550円
10,400円10,450円 10,300円

100円
100円

＊500円
（③＋④）

＊500円
（③＋④）＊450円

（③＋④）
＊420円
（③＋④）

＊50円

＊80円

＊分配対象額
500円

＊分配対象額
500円

＊50円を取崩し ＊80円を取崩し＊分配対象額
450円

＊分配対象額
420円

前期決算日 前期決算日当期決算日分配前 当期決算日分配前当期決算日分配後 当期決算日分配後

1 2 3
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8



（毎月決算型）B（為替ヘッジなし）／（資産成長型）D（為替ヘッジなし）
追加型投信／海外／債券

商品の内容やお申込みの詳細については
委 託 会 社 フィデリティ投信株式会社
インターネットホームページ https://www.fidelity.co.jp/
電 話 番 号 0570-051-104　受付時間:営業日の午前9時～午後5時

お申込みメモ
信 託 期 間 （毎月決算型）B（為替ヘッジなし）：原則として無期限（1998年4月1日設定）

（資産成長型）D（為替ヘッジなし）：原則として無期限（2013年5月23日設定）
ベ ン チ マ ー ク ICE BofA USハイ・イールド・コンストレインド・インデックス（円換算）
収 益 分 配 （毎月決算型）B（為替ヘッジなし）：原則、毎月22日、（資産成長型）D（為替ヘッジなし）：原則、毎年5月22日（休業日の場合

は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づき分配を行います。ただし、必ず分配を行うものではありません。
購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額
換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額

ご換金代金の支払開始日は原則として換金申込受付日より5営業日目以降になります。
申 込 締 切 時 間 原則として、午後3時30分までに購入・換金の申込みに係る販売会社所定の事務手続きが完了したものを当日のお申込

み受付分とします。なお、販売会社によっては対応が異なる場合がありますので、詳細は販売会社にご確認ください。
購入・換金申込不可日 ニューヨーク証券取引所の休業日においては、スイッチングを含めお申込みの受付は行いません。
換 金 制 限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、1日1件5億円を超えるご換金はできません。また、大口のご換金には別途制限

を設ける場合があります。
ス イ ッ チ ン グ 販売会社によっては、各コース間にてスイッチングが可能です。スイッチングに伴うご換金にあたっては、通常のご換

金と同様に税金がかかります。
※なお、販売会社によってはスイッチング手数料がかかる場合があります。詳細は販売会社にお問い合わせください。

委託会社、その他の関係法人
委 託 会 社 フィデリティ投信株式会社 

【金融商品取引業者】関東財務局長（金商）第388号
【加入協会】一般社団法人資産運用業協会

受 託 会 社 三菱UFJ信託銀行株式会社
運 用 の 委 託 先 FIAM LLC（所在地:米国）
販 売 会 社 販売会社につきましては、委託会社のホームページ（アドレス:https://www.fidelity.co.jp/）をご参照ください。

● 当資料はフィデリティ投信によって作成された最終投資家向けの投資
信託商品販売用資料です。投資信託のお申込みに関しては、以下の点を
ご理解いただき、投資の判断はお客様ご自身の責任においてなさいま
すようお願い申し上げます。なお、当社は投資信託の販売について投資
家の方の契約の相手方とはなりません。
● 投資信託は、預金または保険契約でないため、預金保険および保険契約
者保護機構の保護の対象にはなりません。また、金融機関の預貯金と異
なり、元本および利息の保証はありません。販売会社が登録金融機関の
場合、証券会社と異なり、投資者保護基金に加入しておりません。
● フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド（毎月決算型）B（為替ヘッジ
なし）／（資産成長型）D（為替ヘッジなし）が投資を行うマザーファン
ドは、主として米ドル建て高利回り事業債（ハイ・イールド債券）を投資
対象としていますが、株式を含むその他の有価証券に投資することも
あります。
● ファンドの基準価額は、組み入れた債券および株式やその他の有価証
券の値動き、為替相場の変動等の影響により上下しますので、これによ
り投資元本を割り込むことがあります。また、組み入れた債券および株
式やその他の有価証券の発行者の経営・財務状況の変化およびそれら
に関する外部評価の変化等により、投資元本を割り込むことがありま
す。特にハイ・イールド債券については上位に格付けされた債券に比べ
て、利払い・元本返済の不履行または遅延等のいわゆるデフォルト・リ
スクが高い傾向にあります。すなわち、保有期間中もしくは売却時の投
資信託の価額はご購入時の価額を下回ることもあり、これに伴うリス
クはお客様ご自身のご負担となります。
● ご購入の際は投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時

にお渡しいたしますので、必ずお受取りのうえ内容をよくお読みくだ
さい。
● 投資信託説明書（交付目論見書）については、販売会社またはフィデリ
ティ投信までお問い合わせください。なお、当ファンドの販売会社につ
きましては以下のホームページ（https://www.fidelity.co.jp/）をご参
照ください。
● 当資料は、信頼できる情報をもとにフィデリティ投信が作成しておりま
すが、正確性・完全性について当社が責任を負うものではありません。
● 当資料に記載の情報は、作成時点のものであり、市場の環境やその他の
状況によって予告なく変更することがあります。また、いずれも将来の
傾向、数値、運用結果等を保証もしくは示唆するものではありません。
● 当資料にかかわる一切の権利は引用部分を除き当社に属し、いかなる
目的であれ当資料の一部又は全部の無断での使用・複製は固くお断り
いたします。
● ©2026 Morningstar。無断複写・転載を禁じます。本情報、データ、分
析、および意見は、（1）Morningstar、その関連会社、および／またはコ
ンテンツプロバイダーの機密情報および専有情報を含み、（2）複製また
は再配布することはできません、（3）Morningstarが提供する投資助
言を構成するものではなく、（4）情報提供のみを目的としており、証券
の売買の勧誘を構成するものではなく、（5）完全性、正確性、および適時
性を保証するものではありません。過去のパフォーマンスは将来の結
果を保証するものではありません。Morningstar、その関連会社、また
はコンテンツプロバイダーは、本情報、データ、分析、または意見、ある
いはそれらの使用または配布に起因または関連するいかなる取引の判
断、損害、その他の損失についても責任を負いません。

ファンドに係る費用・税金
購 入 時 手 数 料 3.30％（税抜 3.00％）を上限として販売会社がそれぞれ定める料率とします。
換 金 時 手 数 料 なし
運 用 管 理 費 用
（ 信 託 報 酬 ）

（毎月決算型）B（為替ヘッジなし）：純資産総額に対し年率1.738％（税抜1.58％）
（資産成長型）D（為替ヘッジなし）：純資産総額に対し年率1.65％（税抜1.50％）

その他費用・手数料 ・ 組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用等がファンドより支払われます。（運用状況等により変動するた
め、事前に料率、上限額等を表示できません。）
・ 法定書類等の作成等に要する費用、監査費用等がファンドより支払われます。（ファンドの純資産総額に対して年率

0.10％（税込）を上限とします。）
税 金 原則として、収益分配時の普通分配金ならびにご換金時の値上がり益および償還時の償還差益に対して課税されます。

税法が改正された場合等には、上記内容が変更になる場合があります。
信託財産留保額 なし
※当該手数料・費用等の上限額および合計額については、お申込み金額や保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
※ 課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用
対象となります。（資産成長型）D（為替ヘッジなし）は、NISAの「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象ですが、販売会社により取扱い
が異なる場合があります。（毎月決算型）B（為替ヘッジなし）は、NISAの対象ではありません。

※ファンドに係る費用・税金の詳細については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド

id24_26374246_01_oskﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ投信_ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨUSHYﾌｧﾝﾄﾞ_表4縦組みﾃﾞｰﾀ作成(改版)2026.04_BD版.indd   4id24_26374246_01_oskﾌｨﾃﾞﾘﾃｨ投信_ﾌｨﾃﾞﾘﾃｨUSHYﾌｧﾝﾄﾞ_表4縦組みﾃﾞｰﾀ作成(改版)2026.04_BD版.indd   4 2026/04/22   12:54:102026/04/22   12:54:10
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■フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド（毎月決算型）B（為替ヘッジなし）　販売会社情報一覧(順不同）

登録番号 日本証券業協会
一般社団法人

資産運用業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人　
第二種金融商品

取引業協会
アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○
株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社池田泉州銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第6号 ○ ○

池田泉州ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第370号 ○

株式会社伊予銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金）第2号 ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第653号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○
株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者
株式会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第169号 ○

香川証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第3号 ○

株式会社神奈川銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第55号 ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社北九州銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第117号 ○ ○

京銀証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第392号 ○

株式会社京都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○
株式会社京都銀行
（委託金融商品取引業者
京銀証券株式会社）

登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社きらぼし銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第53号 ○ ○
株式会社きらぼし銀行
（委託金融商品取引業者
きらぼしライフデザイン証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第53号 ○ ○

きらぼしライフデザイン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3198号 ○

株式会社熊本銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第6号 ○

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2938号 ○

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第56号 ○

株式会社埼玉りそな銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第593号 ○ ○

株式会社三十三銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第16号 ○

Ｊトラストグローバル証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○ ○

株式会社滋賀銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 ○ ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

株式会社七十七銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第5号 ○ ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○

株式会社十八親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○

株式会社十六銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第7号 ○ ○

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第188号 ○

株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第170号 ○ ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社スマートプラス 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3031号 ○ ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長（登金）第8号 ○

ソニー銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第578号 ○ ○ ○

ソニー生命保険株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第532号 ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○

株式会社第四北越銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第47号 ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○ ○
東海東京証券株式会社
※一般社団法人 日本STO協会にも加入

金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

金融商品取引業者名
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登録番号 日本証券業協会
一般社団法人

資産運用業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人　
第二種金融商品

取引業協会
金融商品取引業者名

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○

内藤証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○

株式会社長崎銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第11号 ○

株式会社西日本シティ銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

日産証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第131号 ○ ○ ○
野村證券株式会社
※一般社団法人 日本STO協会にも加入

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第50号 ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

株式会社福岡銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社豊和銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第7号 ○

ほくほくＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第24号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長(登金）第3号 ○ ○
ザ・ホンコン・アンド・シャンハイ・バンキング・コーポレ
イション・リミテッド（香港上海銀行）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第105号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社みずほ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第6号 ○ ○ ○

株式会社三井住友銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○

三井住友信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○
株式会社三菱UFJ銀行
（委託金融商品取引業者
三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱UFJeスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社
※一般社団法人 日本STO協会にも加入

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

moomoo証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第38号 ○

株式会社もみじ銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第12号 ○ ○

株式会社山口銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第6号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

株式会社りそな銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第199号 ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

■フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド（資産成長型）D（為替ヘッジなし）　販売会社情報一覧(順不同）

登録番号 日本証券業協会
一般社団法人

資産運用業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人　
第二種金融商品

取引業協会
アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○

株式会社秋田銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○
株式会社イオン銀行
（委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社池田泉州銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第6号 ○ ○

株式会社伊予銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金）第2号 ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○
株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者
株式会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第7号 ○ ○

京銀証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第392号 ○

株式会社京都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○
株式会社京都銀行
（委託金融商品取引業者
京銀証券株式会社）

登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社熊本銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第6号 ○

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2938号 ○

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第56号 ○

株式会社埼玉りそな銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第593号 ○ ○

株式会社滋賀銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○

金融商品取引業者名
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登録番号 日本証券業協会
一般社団法人

資産運用業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人　
第二種金融商品

取引業協会
金融商品取引業者名

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

株式会社七十七銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第5号 ○ ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○

株式会社十八親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○

株式会社十六銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第7号 ○ ○

株式会社常陽銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

株式会社スマートプラス 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3031号 ○ ○ ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長（登金）第8号 ○

ソニー銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第578号 ○ ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○

CHEER証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商）第3299号 ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○
東海東京証券株式会社
※一般社団法人 日本STO協会にも加入

金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○

株式会社東京スター銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○

株式会社富山銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第1号 ○

株式会社長崎銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第11号 ○

株式会社西日本シティ銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第6号 ○ ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○
野村證券株式会社
※一般社団法人 日本STO協会にも加入

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第50号 ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

株式会社福岡銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

PayPay証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第2883号 ○

株式会社豊和銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第7号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長(登金）第3号 ○ ○

株式会社北海道銀行 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

株式会社三井住友銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第54号 ○ ○ ○
株式会社三菱UFJ銀行
（委託金融商品取引業者
三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱UFJeスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社
※一般社団法人 日本STO協会にも加入

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

moomoo証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第38号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

株式会社りそな銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第3号 ○ ○ ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

＊上記情報は当資料作成時点のものであり、今後変更されることがあります。
販売会社によってお申込みの条件、制限等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

IM260713-2 CSIS260716-2
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LINEでマーケット情報が届き
ます。友達追加はこちらから。
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